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２０１９年愛知県知事選挙基本政策（討議案）

２０１８年７月 革新県政の会
（くらし・教育・平和をまもる
清潔な革新県政をつくる会）

大企業優先で、安倍暴走政治に追随する大村県政はストップ

憲法を生かし、いのちと暮らしを守る愛知をつくりましょう

■新しい県政実現へ、県民共同の運動を広く大きく
愛知県民のみなさん。2019年２月に愛知県知事選挙がおこなわれます。私たち革新県政

の会は、この知事選挙が、県民のくらしにとっても、日本の政治にとっても大変大事な選

挙と考えます。

安倍自公政権は、大企業中心の政策をとり続けて格差と貧困を拡大させ、安保法制を強

行して憲法９条への自衛隊明記を打ち出し、「戦争できる国」づくりへ暴走しています。

大村県政はこうした安倍自公政権に追随し、全国第２位のゆたかな財政力がありながら、

県民の福祉とくらしに冷たい県政を続けています。

今、安倍自公政権の暴走に反対し、憲法の平和・人権・民主主義が生かされる政治を求

める、市民と野党の共闘が大きく広がっています。今度の知事選挙は、広範な市民のみな

さんと、安倍暴走政治に追随する大村県政に「ノー」の審判を下す絶好の機会です。

革新県政の会は、くらしと平和を守ろうという、県民の願いを実現する県政をめざして

活動をすすめている団体と県民の共同組織です。

私たちは、来る知事選挙に向け、県政に対する要求実現の運動と、県政転換をめざす県

民の共同の輪を大きく広げ、新しい県政をつくる展望を開くために全力を上げます。

◇

この基本政策（討議案）は、県民のみなさんからご意見や議論をいただき、いっそう練

り上げ、具体的な政策にするための〝たたき台〟です。積極的にご意見をお寄せください。

■愛知・大村県政の特徴と評価
安倍自公政権の経済政策＝アベノミクスのもとで、格差と貧困がますます広がっていま

す。一部の大富豪や大企業が富を拡大し、逆に労働者の実質賃金は低下と停滞が続き、社

会保険料など負担増で可処分所得は連続して減少するなど、庶民との所得格差は広がるば

かりです。若者たちは、大学を卒業した途端に奨学金返済というローン地獄、非正規・不

安定雇用の常態化や｢ブラック労働｣などに苦しめられています。子育て世代は、保育所探

しに苦労し、また子どもたちの保育料や教育費、医療費、高校・大学の学費負担などが重
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く、安心して子どもを産み育てられない状況に直面しています。高齢者にとっても、多く

の自治体で介護保険料の引き上げの動きが強まり、負担はもう限界です。大企業の４割が

最高益をあげるなか、日本経済の約６割を占める個人消費の低迷が続き、地域経済と中小

零細企業・事業者を疲弊させています。国民健康保険や国民年金の保険料が高すぎて払え

ない世帯は、14％にも及びます。

安倍自公政権は、森友学園や加計学園問題、防衛省のイラク・南スーダン｢日報｣問題な

ど、公文書を隠ぺい、改ざん、ねつ造し、主権者である国民をだまし続けてきましたが、

いよいよ国民の批判が強まっています。これらはすべて、行政の最高責任者である安倍晋

三首相自身が政治をゆがめた大問題です。そのもとで安倍自公政権は、憲法９条の書き換

え、残業代ゼロ法案の強行をねらい、さらに2019年10月から消費税率を10％に引き上げよ

うとしています。こんな政治が許されるはずはありません。

地方自治体の役割は、住民のいのちと暮らしを守り福祉の増進をはかることです。だか

らこそ愛知県政には、安倍自公政権の悪政からの防波堤としての役割が求められています。

◆県政の特徴～大企業への投資、安倍暴走政治の後押し～

大村県政は、「世界で一番企業が活動しやすい国づくり」という安倍自公政権に追随し、

大企業への投資、大型プロジェクトに「ヒト･モノ･カネ」を集中しています。重点施策の

「中京大都市圏」では、リニアを中心とした開発、あいち航空ミュージアム、愛知県国際

展示場の建設、ＩＲ（カジノを含むリゾート施設）誘致、中部国際空港２本目滑走路の推

進、設楽ダム建設など大型開発事業を進めています。愛知県のプロジェクト「産業首都あ

いち」では、ＦＣＶ（燃料電池自動車）普及、トヨタ研究コースの造成、国際観光都市構

想が、これに当たります。大村知事は「日本一元気な愛知」と言いますが、元気になるの

は県民でなく大企業です。

また大村県政は、名古屋港や三河港の軍事利用、航空自衛隊小牧基地への空中給油機と

空輸部隊の配備など県営名古屋空港の軍事機能強化を後押ししています。県営名古屋空港

に隣接する三菱重工小牧南工場では航空自衛隊向けにＦ35戦闘機を組み立てていますが、

政府はこの空港を、核爆弾を搭載できるアメリカのＦ35戦闘機、また韓国や太平洋地域に

配備されるＦ35を修理する整備拠点（＝ディージョナル・デポ）に指定し、今年から実行

に移そうとしています。三菱重工で受け入れる戦闘機が紛争や戦争に参戦している場合、

後方支援拠点として攻撃やテロの対象となる可能性があります。戦争に加担しているとい

う精神的苦痛はもとより、これでは、県民の平和で安全に生活する権利（平和的生存権）

は守れません。

◆県民の暮らし守る分野では

大村県政は、県民の暮らしを守る分野では、行き過ぎた職員削減、公の施設の廃止・民

営化を推進し、行政の暮らし守る役割を低下させつつあります。愛知県は全国第２位の財

政力がありながら、福祉・医療、教育などの分野で全国最低レベルになっています。県民

の３分の１が加入している国民健康保険への補助金を2014年度で廃止しました。県営住宅

の修繕や県立高校の改修も県民運動で少し改善されたもののまだまだです。医師･看護師

不足で診療制限をしている病院も多く、救急自動車数は人口比で全国47都道府県中43位で
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す（2017年）。保健師数は人口比で全国トップ長野県の半数以下（2016年）というありさ

まです。教員も保育士も少ない中で、子どもたちに対応せざるを得なくなっています。

また大村県政は、リニア名古屋駅構想の基盤整備を中心に多額のお金をつぎ込む一方、

三河山間地域などでは、急激な人口減と高齢化から、農地・山林は管理できなくなり、医

療難民、介護難民、買い物難民、さらには移動難民、通学難民など、さまざまな問題が起

きているにもかかわらず、県民生活への冷たさは、大企業への大判ぶるまいと比べて、あ

まりにもひどいものがあります。

■県民の願いを集め、県政を変えましょう
全国第２位の豊かな財政力をもつ愛知県であれば、憲法を暮らしに生かし、県民のいの

ちと暮らしを守り、地域経済を発展させることが可能です。

第一。大型開発中心ではなく、県民の暮らしの実態や状況に耳を傾け、福祉･医療･教

育を大事にする県政をつくりましょう。

第二。大企業はその力を正当に発揮してもらい、中小零細企業、事業者、農林水産業

など、県内のさまざまな力を活かして地域経済を発展させる県政をつくりましょう。

第三。地域にある様々な自然、歴史、文化を守る県政をつくりましょう。

第四。憲法９条をもつ国の自治体として、非核・平和を世界に発信する県政をつくり

ましょう。

第五。働く者、生活する者が元気になる県政をつくりましょう。

（１）地域で暮らし続けられる安心の福祉・医療の愛知
高齢化社会にあって、誰もが住み続けたところで安心して暮らしたいという願いをもっ

ています。しかし愛知県の特別養護老人ホーム数は65歳以上人口比で全国最下位、2018年

４月現在4688人の待機者(要介護３以上で１年以内に入所を希望される方)があります。精

神科病院を除く一般病院の病床数は人口比で全国45位、医師数第38位、看護師・准看護師

数42位です（2017年）。医師不足で診療を制限している病院は２割、公的病院では５割以

上です（2016年）。これらは健康福祉費への支出が16.5%(2017年度予算)と、同等の府県

平均22.3%から見て、極めて低いことに、その原因があります。

・高い介護保険料と利用料を抑え、減免制度を創設します。特別養護老人ホームや小規

模多機能施設を大幅に増やします。

・愛知県国民健康保険制度への国庫負担の増額を求め、また県の独自補助金を復活しま

す。後期高齢者医療への県独自の補助を行います。国民健康保険の資格証明書発行の

中止を市町村に働きかけます。

・医師・看護師の確保をすすめ、医療体制を充実します。

・子どもの医療費は18歳まで無料化、希望者がいつでも入れる保育園、第三子保育料無

料化の拡充、学童保育の充実などをすすめます。

・「無料塾」や「子ども食堂」などの取り組みを支援します。

・すべての障害者が地域で安心して生活できるよう、グループホームや入所施設を拡充

します。
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・老朽化している県営住宅の建て替え、空き家修繕などを行い、募集件数を増やします。

・誰もが生活に困ったときに安心して利用できる生活保護制度を守ります。

（２）「ものづくりあいち」が持つ力を生かし地域経済の活性化を
愛知県は、輸送機器・鉄鋼・石油化学などの製造業に、農林水産業、卸売業、観光業な

どバランスがとれた産業構造をもっています。伝統と高い技術を有する地場産業もありま

す。愛知県のもつ豊かな自然や資源、高い技術を生かし、農林水産業の振興を図り、中小

企業を支援します。また、自然・再生可能エネルギーの利用促進を通じて、地域から新し

い産業と暮らしをつくりだしていきます。県内の企業規模・労働者数（中小企業庁、2014

年調査）では、中小・零細企業は企業数で全体の99.7％、労働者数では66.1％と、中小・

零細企業が愛知の雇用と経済を支えています。

①カジノ誘致はしません

・刑法が禁じる賭博を合法化して地域経済を吸い上げ、ギャンブル依存症など不幸をま

き散らす、カジノ誘致はしません。

・国に対してカジノ実施法の廃止を求めます。

②中小企業を主役に大企業とも連携をはかりながら、地域に貢献する経済活性化をめざ

します

・「特区」などで大企業を呼び込むのではなく、地域資源と中小企業の力を生かして、

地域内で産業、雇用、消費を増やし、内発型・循環型の地域経済・産業の自立化をめ

ざします。

・農林水産、大・中・小の商工業、観光業などの分野代表で構成する審議会を設置し、

「あいち産業労働ビジョン」（2016年～2020年）の見直しを行い、地域経済の活性化

をはかります。

・大企業には下請け単価の適正化や内部留保の還元など、地域での社会的責任を果たす

ように働きかけを強めます。

・愛知にある豊かな森林資源を活用した、バイオマスエネルギーの活用や小水力発電な

ど、積極的な研究と活用をすすめます。

・環境保全や地域防災を担う中小企業の建設・土木工事への経営支援を強めます。

・雇用でも経済効果でも地域経済へ一定の比重を占める介護・福祉事業分野の中小規模

各種法人への事業改善と継続のための支援を行います。

・介護従事者の負担軽減、福祉充実につなげるため、中小企業の力を生かした福祉ロボ

ットの研究、開発への援助・支援を行います。

③業者の経営と地域おこしを支援します

・愛知県中小企業振興基本条例や、あいち産業労働ビジョン「中小・小規模企業の支援

強化」の具体化にあたっては、審議会を設置し中小業者の代表を加えます。

・地域資源の利活用による自然エネルギーの創出を地元業者と市民の共同ですすめま

す。

・住宅をリフォームするすべての県民を対象に助成制度を創設します。

・青年・女性などの起業支援のために、県制度融資の利息を補助します。

・豊かな自然・文化・歴史を生かし、観光などの地域おこしをすすめます。
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④豊かな農林漁業をめざします

・愛知県の愛知森と緑づくり税を活用し、林業で生業が成り立つような仕組みづくりを

進めます。

・国にＴＰＰ11および日欧ＥＰＡ協定の県内農業に対する影響について適切な対応を求

め、日米ＦＴＡの交渉からの撤退を働きかけます。

・国に米の需給を安定させ生産費を償う「戸別所得補償の復活」を働きかけ、県独自の

所得補償政策をすすめます。

・畜産、野菜、畑作、果樹、花卉（かき）なども、品目ごとの実態に即した価格保障と

所得補償の拡充で、安定して農業を維持できる条件を整えます。

・遺伝子組み換え菜種との交配による汚染が広がらないように、対策をすすめます。

（３）働くルールづくりをすすめ誰もが安心して働ける愛知
安倍政権がつくりだした富のゆがみの結果、日本は、富裕層の上位40人の資産が、人口

のほぼ半分（6000万人）の資産合計と匹敵するという、極端な格差社会となっています。

その要因の一つは、非正規労働者の増加と賃金格差、成果主義賃金の強化による人件費抑

制で、労働者のくらしが悪化していることにあります。愛知県内の雇用者数に占める非正

規労働者の割合は2016年37％、女性では６割近くになっており、実質賃金指数も３年前の

水準に及んでいません。１％の富裕層よりも99％の労働者・県民を豊かにすることが日本

経済を立て直す道です。

・公共事業・委託事業で働く労働者の時給を最低1000円以上とするなど、賃金下限設定

を持つ「公契約条例」に改正します。

・派遣労働者や外国人労働者にも役立つ「働く者のルールブック」（母国語解説付き）

を発行します。

・県労働委員会の委員は、多様な労働者の意見を反映するよう、公正な任命を行います。

・公務公共サービスの民営化・産業化を見直し、県の責任で公共サービスを提供します。

・農業従事者の確保にあたっては、本来は後継者の育成が求められますが、国家戦略特

区による農業外国人労働者の「適正受け入れ協議会」については、母国語による相談

・苦情処理など体制充実を図ります。

（４）青年が希望をもって学び、働ける愛知
学生には高い学費と奨学金返済の不安がのしかかり、働く若者のあいだには、低賃金や

雇用破壊、長時間労働、「ブラック企業」が蔓延しています。県内で高校卒業後に就職し

た若者の３年以内の離職率が40％となっていますが、その原因は劣悪な労働条件などにあ

ります。未来を担う若い世代が安心して学び、働ける社会をつくることは、一人ひとりの

若者の権利を守るとともに、日本社会の発展につながります。若者支援、ブラックな働き

方をなくし人間らしく働けるルールをつくります。

・「正社員が当たり前」の社会に向けて、県が率先して役割を果たします。

・「ブラック企業規制条例」の制定で、相談・調査・指導を徹底します。県として「ブ

ラック企業」の実態を調査・把握し、働く青年の相談窓口を開設します。

・若者へ職業訓練・就労支援を充実させます。県として学生の就職支援の相談窓口を拡
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充し、市町村に青年・学生を対象とした就職（就労）支援の相談窓口を開設します。

・県内の中小企業に就職する若者の奨学金利子返済補助制度の創設など、奨学金返済に

ついての補助制度を設けます。県独自の給付制奨学金制度を新設します。

・家庭の年収が400万円以下の大学生の入学金・授業料の免除制度を設けます。

・低所得の若者などに対し、家賃補助制度を創設します。若者単身者が県営住宅に入所

できるよう改善します。

・地域別最低賃金は、最低1000円をめざして引き上げます。

・若者のサークル活動や文化活動を促進するため、公共施設（青年の家や各種スポーツ

施設など）の拡充を進めます。

（５）どの子も大切にする教育をすすめる愛知
愛知県の教育予算は全国最低レベルで、全日制高校の進学率は21年連続で全国最低を更

新しています。進学も就職もしない「無業者」数は全国２位です。愛知には全国の過大過

密の障害児学校10校のうち３校があり、教室不足で特別教室も倉庫も全て教室に転用して

もまだ足りません。県立高校は、雨漏りで腐った天井、危険で使えない救助袋、臭くて汚

いトイレ、穴の空いた床と老朽化が深刻です。

・子どものすこやかな成長と学びを支える教育予算を増額します。

・小中学校での給食費、教材費など学校納付金を無償、県独自の高等学校無償化制度、

私学助成の増額など、学校教育にかかる保護者負担を軽減します。

・いじめや体罰のない学校をめざし、少人数学級を拡充します。

・高校進学率を引き上げるため募集定員を増やします。定時制通信制高校を充実します。

・障害児学校の新設で、過大・過密の解消をはかります。

・県立学校の老朽校舎・危険校舎を、早期に改築、改修します。

・外国人の子ども、日本語を母語としない子どもへの教育条件の整備をすすめます。

・朝鮮学校など、民族教育をすすめる教育施設助成に、差別的措置はしません。

（６）平等と参加で、女性が希望を持って活動できる愛知
日本の男女平等の到達は、先進国のなかでもっとも遅れています。しかし、安倍自公政

権が掲げる「女性の活躍推進」には、その要となる男女の賃金格差の是正や女性に対する

差別の撤廃の政策はなく、都合良く「女性を働かせる」というものでしかありません。ま

た、愛知県には性暴力などの被害者が医師やカウンセラーなど専門家のケアを受ける公的

機関が少なく、人権を守る対策が遅れた状態にあります。職場での男女平等、女性の尊厳、

人権を守る県政をめざします。

・職場、地域、学校、家庭など、あらゆる分野で男女平等を推進します。

・ＤＶ（配偶者等からの暴力）の実態について広く県民に知らせ、専門家を配置した相

談所を増やします。

・県の各種審議会委員や県職員管理職の女性登用率を高めます。

・働く女性への均等待遇を企業に求めます。

・公民問わず、職場などの「セクハラ」根絶に努力します。
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（７）文化・芸術、スポーツがさかんな愛知
文化・芸術は、豊かな暮らしに欠かせないもので、享受することは国民の権利です。文

化・芸術の自由な活動を応援し、豊かに発展する県政を目指します。2026年には愛知県と

名古屋市共催によるアジア競技大会が予定され、ただでさえ足りない県内スポーツ施設が、

さらに利用困難になる恐れがあります。長期的・計画的な施設計画をたてて利用者負担の

低減を行い、より多くの県民がスポーツを日常的に楽しめる県政をめざします。

・演劇や音楽公演、鑑賞活動を応援するために中規模のホールを増やします。

・県の文化施設利用料を引き下げ、地元文化団体への利用料割引制度を運用します。

・小中学生が文化に触れる機会を促すために県が管理する芸術・文化施設の入館料を無

料にします。

・文学団体や同人誌発行を県独自に支援し、国にも対応を働きかけます。

・2026年に愛知県・名古屋市で開催されるアジア競技大会は、国際平和、友好、親善の

促進、県民のスポーツ振興に役立つものとします。施設建設費や運営諸経費の節約を

行います。

・身近で手軽なスポーツ施設を増やします。高等学校の体育施設の活用の拡大、大学や

企業の体育施設の活用制度をつくります。

（８）防災・減災、環境保護で安全・安心の愛知
南海トラフ巨大地震や直下型地震、局地的豪雨などさまざまな自然災害に対する備えが

極めて大切です。防災・減災を最優先にして県民生活を守り、安心・安全な愛知にしてい

きます。地球温暖化に対して、国際的にも地域的にも必要な対策を緊急に行うことが求め

られます。環境破壊の大型開発・事業をやめて環境を守る愛知をめざします。

①地震・風水害から県民を守ります

・予想される地震・津波にむけて、堤防などの補強強靭化や避難場所の確保、インフラ

の耐震化、火災対策などの強化をはかります。

・集中豪雨や都市型災害などに対して、防災情報伝達などの対策強化をはかります。

・障害者、高齢者、乳幼児など要援護者への支援体制の充実を図ります。

②原発ゼロ、自然・生態系を守ります

・原発ゼロをめざします。再生可能エネルギーの供給目標を確立して再生可能エネルギ

ー社会への転換を促進します。

・南海トラフ巨大地震の真上にある浜岡原発の再稼働に反対し、中部電力に廃炉を求め

ます。原発再稼働の中止を国に強く求めます。

・愛知県の風上に位置する福井県内にある原発群の再稼働に反対し、廃炉を求めます。

・中部国際空港第二滑走路や設楽ダムなど、不要でムダな公共事業はストップします。

・地球温暖化やＰＭ2.5への監視・対策を推進し、温室効果ガスを削減します。

・採算性がなく、深刻な環境破壊をもたらすリニア新幹線の建設は凍結・中止を求めま

す。

・ジブリパーク構想については県民合意を優先します。
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（９）憲法９条を生かし、県民が主人公の愛知
県政の運営の基本を憲法にのっとって進めます。まず県庁に「憲法が生きる愛知県政を」

の垂れ幕をかかげ、内外にアピールします。憲法第９条を生かすために、政府が進めてい

る「戦争する国づくり」施策（特定秘密保護法、安保法制（戦争法）、共謀罪法、防衛装

備移転３原則等）について廃止を求めていきます。愛知を軍需産業の拠点にさせないため

に、関連する特区申請を撤回します。また憲法第25条にもとづき、くらし・教育・福祉を

最優先する県政を進めます。

①憲法９条を基本に平和を守る県政をめざします

・国に対し、「戦争法」廃止、「集団的自衛権」容認の閣議決定撤回を求めます。

・核兵器のすみやかな廃絶と非核三原則の厳守、憲法擁護を含む「非核平和自治体宣言」

を決議します。

・憲法９条を基本にすえ、港湾や空港への核兵器の持ち込みと米軍使用は認めず、平和

利用を追求します。

・Ｆ35戦闘機をはじめとする外国軍戦闘機の空港への飛来、外国軍艦や自衛艦の入港を

やめさせます。

・核攻撃機である米軍機を含め他国の軍隊のＦ35の整備を、愛知県にある三菱重工が受

け入れることを県として拒否します。

・「愛知・名古屋 戦争に関する資料館」を通して、戦争体験の継承・戦跡の調査・戦争

資料の収集などを行います。

・学校で平和読本の作成・活用など平和教育を推進します。職場体験、「総合学習」な

どによる自衛隊職場体験や、自衛官の募集を中止します。

②憲法を生かした県民が主人公の愛知をめざします

・「日本国憲法が生きる愛知県政を」の垂れ幕を県庁に掲げます。

・県民・住民への福祉切り捨てや負担増、地域を崩壊させる道州制・自治体合併に反対

し、自治を守ります。

・「国家戦略特区」の推進及び規制緩和をやめ、県民・住民のくらしを守る立場から必

要な規制を強化します。

③財源はムダ遣いをやめ国と大企業に相当の負担を求めます

・国から地方自治体へ充分な財政措置を求めるとともに、ムダ遣いをやめ、県財政を健

全化します。

・大企業への課税を適正に処理し、併せて社会貢献としての相応の負担を求めます。

■「県政が変われば、暮らしが変わる」――国民の暮らしと

平和を壊す安倍自公政権の暴走に追随する大村県政にストップ

をかけ、県民要求実現の共同を大きく広げ、県政を転換してい

きましょう


